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（参考情報）平成 13年 3月 28日付事務連絡「介護保険最新情報 vol.106」
（運営基準等に係るＱ＆Ａ Ⅱの 1より）

Q
「サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受けるように求めることはで

きるか。また、健康診断書作成にかかる費用の負担はどのように取り扱うべきか。（訪問

介護、訪問入浴介護、通所介護）」

A
「訪問介護、訪問入浴介護、通所介護については通常相当期間以上にわたって集団的な

生活を送るサービスではないことから、必ずしも健康診断書の提出等による事前の健康状

態の把握が不可欠であるとは言えないが、サービス担当者会議における情報の共有や居宅

療養管理指導による主治医からの情報提供等によっても健康状態の把握ができない場合に

事業所として利用申込者に健康診断書の提出を求めることは可能であり、その費用の負担

については利用申込者とサービス提供事業者との協議によるものと考える。しかし、そう

した求めに利用申込者が応じない場合であっても、一般的にはサービス提供拒否の正当な

事由に該当するものではないと考えられる。」

Q
「サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受けるように求めることはで

きるか。また、健康診断書作成にかかる費用の負担はどのように取り扱うべきか。（短期

入所生活介護、介護老人保健施設における短期入所療養介護）」

A
「短期入所生活介護、老人保健施設における短期入所療養介護については通常相当期間

以上にわたって集団的な生活を送るサービスではないことから、必ずしも健康診断書の提

出等による事前の健康状態の把握が不可欠であるとは言えないが、サービス担当者会議に

おける情報の共有や居宅療養管理指導による主治医からの情報提供等によっても健康状態

の把握ができない場合に事業所として利用申込者に健康診断書の提出を求めることは可能

であり、その費用の負担については利用申込者とサービス提供事業者との協議によるもの

と考える。しかし、そうした求めに利用申込者が応じない場合であっても、一般的にはサ

ービス提供拒否の正当な事由に該当するものではないと考えられる。なお、集団的なサー

ビス提供が相当期間以上にわたる場合も考えられるが、居宅サービスとして位置づけられ、

利用者からの緊急な申込みにも対応するという役割を担うべきことから、利用申込者から

の健康診断書の提出がない場合にもサービス提供を拒否することは適切ではない。」
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Q
「サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受けるように求めることはで

きるか。また、健康診断書作成にかかる費用の負担はどのように取り扱うべきか。（介護

老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護、特定施設入所者生活介護）」

A
「介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護、特定施設入所者

生活介護については、利用者が相当期間以上集団的な生活を送ることが想定されることか

ら、健康診断書の提出等の方法により利用申込者についての健康状態を把握することは必

要と考えられ、主治医からの情報提供等によっても必要な健康状態の把握ができない場合

には、別途利用者に健康診断書の提出を求めることは可能であり、その費用については原

則として利用申込者が負担すべきものと考えられる。また、こうした求めに利用申込者が

応じない場合はサービス提供拒否の正当な事由に該当するものとは考えられる。」


